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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎研究会等/Research輪eting
O3月18日「技 術予測委員会」の第3回会合 が開催 され、各分科会か ら提 出 された調
査課懸案及 び事務局か ら提出 された アンケー ト票改正案が討議 された。
○「科学技術に関 する社会意識調査研究委員会」(第4回)が3月25Hに開催 され、欧
米の共 同研究国の状況及 び今年度実施 した プリサーベイの結果 が報告 され るとと
もに、調査結果につ いての今後の評 価・分析 の方法等 につ いて審議検討が行われた。
○「科学技術、社会及び コ ミュニケー ションに関す る調査研究 会」(STSC研究会)の
第11回会合が3月29日に開催 され、最終報告書案 につ いて審議検討を行 い、 これ
を決定 した。
◎ 講 演 余響/LecturesatNISTEP
3/14(木)「基礎研究に対 する取 り組 み方について」
高島一明(航空宇宙技術研究所科学研究官)
/20(水)「基礎研究 に対す る取 り組み方 について」
竹平勝臣(化学技術研究所企画室長)
/26(火)「企業 の技術革新 プロセスにつ いて」
野 中郁次郎(一橋大学教授)
/28(木)「基礎研究 に対す る取 り組み方 について」
和 田昭允(顯相模中央化学研究所理事)
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SergePlatrard(フラ ンス 大 使 館 科 学 技 術 部 科 学 技 術 参 事 官)




中 国 科 学 技 術 情 報 研 究 所(包 錦 草 副 所 長 他)
◎政 府資料 アブ ス トラ ク ト誌 の掲 載資料 利用 状況(199010.12～1991No.1)
3位 新 材料 の 開発 ・利 用 と その影響 に関 す る調査 研究 報告(調査 資 料 一6)
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote




その研究開発投資意欲は、近年益 々増加 し、民間企業(製 造業)の 売上高上位
50社の84年 度か ら88年 度 までの年平均増加率は10.6%と 高い水準を維
持 している。一方、設備投資は、86、87年 度 と急激な円高等で景気の先行 き
が不透明で企業各社が設備投資を手控えたことか ら停滞 した ものの、88年 度に
は、日米構造協議による内需の拡大 に見合うよ うな設備投資か ら、一気 に増大 し、
平成景気の原動力 とな った。
このような状況下にあ る民間企業において、研究開発費が設備投資額を上回 る
企業が増加 しているという現象が近年見受 けられるよ うになった。民 間企業(製
造業)の 売上高上位50社 の研究開発費/設 備投資額の過去5年 の推 移を見 ると、




%と 年 々大 き くな って い る。(図1参 照)
以 上 の点 か ら本 調査 研究 は、研 究 開発 費 が設備 投資 額 を上回 る民 間企業(製 造
業)が 増加 して い る点 に注 目 し、本来 、 「物 を造 る集 団 」で あ る製造 業 が、"何
を造 るか'を 「考 え る集団 」 に変化 して きて い るので は ないか とい う構造 の変 化
につ いて探 ろ うとす る もので あ る。
そ こで 、製造 業 の売 上高上 位50社(1980～1988)にア ンケ ー ト調査 を行 った。
図1売 上高上位50社 の


















ア ンケー ト調査の結果、研究開発費が設備投資額を上回 った企業の数は、増加
傾向にあ り、1984年 度には10社 だった ものが ユ988年 度には18社 と4
年間でほぼ倍増 している。
この50社 の研究開発費/設 備投資額の比率を横軸にとり、その比率による会




回 る企業が多い傾向にあるとい うことである。図によると、この傾向は年をお っ
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業」 と 「素材型産業」に分けて分析 してみた。
研究開発費/設 備投資額の比率の値の会社数累積曲線を年度 ごとの業種別に、
描いた もの(1984～1988年 度)が 図3～ 図4で ある。
図で明らかなように、加工組立型産業では、1987年 に70%の 企業で研究
開発費が設備投資額を上回 り、年をおうごとに下方に シフ トして きており・その
傾向が顕著に現れている。それに対 し、素材型産業では・わずかな下方 シフ トは




一般化 していると言え る。 日本の製造業は、加工組立型産業を中心に従来の製造































































































































2・-2設 備 投資にお けるFMS導 入 の影響
本 ア ンケ ー ト調査 にあた り、我々は研究開発費 が設備投 資額を上回 る企業が増
加 する傾向にあ るのは、その一つの要因 と して、FMS(FlexibleManufactur-
ingSystem)の導入 により、新製品のための生産設備の新増設の必要性 が減少 し、
設 備投資の増加 を抑制 しているのではないか、 とい う仮説 をたてた。 そ して、 こ
の現象を設 備投 資の側面か ら分析す るために、FMSの 導入等の影響 にっいて調
査 した。
(1)FMSの 設備投資の抑制効 果について
FMS導 入の結果、設備投資の抑制効果はあ ったのであろ うか。
加工組立型 産業で三分の一、素材型産業で四分 の一の企業 が抑制にな って いる
と回答 して いる。 しか し、抑制 にな っていない と回答す る企業が加工組立型産業
で半数 もあ った。
その理由 として、FMSの 導入 目的 を設備投資 の抑制 としていない こと、FM
Sの導入 自体 に も費用が掛 かるとすることな どが挙 げ られて いた。 その他考え ら
れる要因 として、FMS用 のソフ ト開発費用があると考 え られ る。 それが設備投
資額の中に含 まれてい るのか、研究開発費に含 まれているのかは この調査では窺
い知 ることはできない。 もし、設備投 資額に含 まれていると した ら、抑制にな っ
ていない要因 と考え られる。 ?
?
?〜
以上の ことか ら、研究開発費 と設備投資額 の逆転現象が、一概 にFMSの 導入
だ けでは充分 に説明で きないと考 え られ る。 すなわち、 この逆転現象 は、設 備投
資 の減少 とい う消極的な要因だけでな く、研究開発活動 その ものに起因す る、 も
っと積極的 な理 由によるものであ ると思われる。
2-3研 究開発について
(1)研究開発費が大 き くなってきた背景 について





ったのか、研 究開発 に対す る取 り組みの姿勢が、幅広 い研究開発 なのか、奥 の深
い研究開発 なのかにつ いて聞いてみた。
全体 の70%近 くが、幅広 くかつ奥 の深 い研究開発が必要 にな ったため と回答
してい る。 しか し、残 りの30%は 全て幅 の広い研究開発の必要性か らと してお
り、奥 の深 い研究開発だ けの回答 はなか った。 この ことか ら、基礎研究等の奥 の
深 い研究開発 に も力を入れ るが、企業の研究開発の中心 は多様 化、多角化等 の広
範囲の研究開発であ ると考え られる。
よって、基礎研究につ いては、企業で もその重要性 を考慮 し、取 り組む姿勢 が
見 られ るものの、やは り、国、大学等の機関が中心 となって取 り組んでいかねば
な らない と考え られ る。
(2)研究開発費が大 きくな った理由にっいて
では、企業 の研究開発 の取 り組 み姿勢が、基礎研究か ら多様化 ・多角化のため
の広範囲の研究開発 まで、幅広 くかっ奥の深 い研究開発が主流 とな って きた理 由
は如何 なるもので あろうか。(複 数回答可)
全体の90%以 上が 「他社 との競争の激化」を取 り上 げてお り、企業の生 き残
りをか けて研究開発 に力を入れている。特許、知的所有権等の問題 で 「外国か ら
の技術導入が困難」 にな った ことが次 に多い。 「その他」の理 由 としては、新規
事業分野への進 出、事業 の多角化のため、がまず挙げ られる。同業 他社 との競争
だけで な く、他業種への進出等企業 の生 き残 りにかけ る厳 しさが窺 える。 その他、
環境問題等社会的要請に応 えるため、 自社技術 の確立等 となっている。 そ して全
体 の方向性 を示唆す るような回答 として、研究開発が企業の将来 を左右す るとい
う認識が高 ま って きたため、 とい うのが挙 げ られている。
企業は将来 に向 けて、その生 き残 りをかけ、同業他社 との競争 だけでな く、他
業種への進 出に向か って研究開発 に取 り組 んでいるので ある。
3.むすび
本調査研究 は、研究開発費が設備投資額を上回 る企業が増加 している点に注 目
し、 どの様 な変化が起 こって きているのか探 ろ うと してきた。
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その一因が設備投資側のFMSの 導入 にあ るとい う仮説 をたて調査 したが、明
確 な結果 は得 られなか った。 しか し、ア ンケ ー ト調査後の ヒア リングでは、FM
Sの導入 は、長期的、経済的 に設備投 資の抑制になるかは別に して、FMS用 の
ソフ ト開発 の面か ら研究開発費 の増加要因 になっているとい う傾向がっかめた。
しか しなが ら、上記の ことは この現象の一要因であ り、根底には もっと大 きな
研究開発 自身の変化があ ることが本調査研究 を通 じて明 らか にな りつつあるので
はないか とい うことであ る。
すなわち、企業 は生存競争 の激化のため、基礎研究か ら製品開発まで、幅広 く
自社技術力の ア ップを計 り、主要製品関連 だけでな く異業種への事業の多角 化等
も含め、総合力 のア ップを目的に研究開発に取 り組んでいる。言 い換えれば、企
業 は研究開発 が自社の将来 を左右す ると考えているとい うことである。
「造 る集団」か ら如何 なるモ ノを如何 に造 るか とい うマ ネジメ ン トを 「考 える集
団」に変化 して きているのである。
この点か らも企業 は、研究開発 に今後 も戦略的 に力 を入れて行 くもの と思 われ、
研究開発 費 と設備投資額 の逆転現象 はこれか らも見 られ るか もしれ ない。
(担当 第3調 査研 究 グループ 鍵 田吉成)
3.その他/OtherTopics
◎ 今 後 の予 定(講 演)/UpcomingEvents
4/26(金)「科学技術 と地域開発」
権田金治(東京電機大学教授)
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